
 

 

ＪＦＡサッカー施設整備助成事業事務取扱要領 

 

第 １ 目 的 

    公益財団法人日本サッカー協会（以下「ＪＦＡ」という。）が施行する「ＪＦＡサッカ

ー施設整備助成事業 2023」を実施するに当たり、公益社団法人岩手県サッカー協会（以下

「ＩＦＡ」という。）としての事務取扱について定めるものであり、「ＪＦＡサッカー施

設整備助成金 2023 交付要項」、「ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023 実施要領」「Ｊ

ＦＡサッカー施設整備助成事業 2023概要説明書／手引き書」の定めによるほか、この要領

の定めるところによる。 

 

第 ２ 助成対象事業 

   １ 岩手県における助成対象事業は、「ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023実施要領」

に定める事業のうち、下記事業のみを対象とする。 

     １）地区サッカー施設整備助成事業 

 

第 ３ 事業の要望 

   １ ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023概要説明書／手引き書に定める助成対象者が 

実施を希望する場合は、別に定める様式により事業実施計画概要書を、ＩＦＡ会長へ 

提出するものとする。 

   ２ １の内、希望者がクラブの場合は、別に定める様式により団体概要書並びに自治体

又は地区・市町村協会から別に定める計画に合意している旨の書類を取得し、併せて

ＩＦＡ会長へ提出するものとする。 

   

第 ４ 事業計画の採択審査 

   １ 助成対象者から提出された事業実施計画概要書は、ＩＦＡ理事会において内容を審

査し、事業採択の優先順位をつける。 

   ２ 会長は、予算の範囲内で優先順位上位の助成対象者に対し、事業実施主体として承

認した旨の通知を「採択を実施した理事会」の終了 1カ月後までに行うものとする。 

   ３ 承認した優先順位上位の助成対象者の中から、事業取組み辞退者が出た場合は、優

先順位の次点の者を事業実施主体として承認・通知する。 

   ４ 優先順位の次点がいない場合は、新規対象者を受付、都度１から３の手続きに沿っ

て手続きする。 

   ５ なお、１に定める理事会の審査の前に、ヒアリング・現地調査を行う場合がある。 

 

第 ５ 事業の実施期間 

１ 対象となる事業は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までに着手すること

が可能な事業とする。 

   ２ 事業の施工期間は、原則として事業着手した年度の年度末までとする。 

 

第 ６ 予算枠 

   １ この助成事業の予算は、ＪＦＡからＩＦＡに配分された１億円の予算を充てるもの

とする。 

 

第 ７ 助成金の額 

   １ 助成対象経費の限度額については、「ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023実施要



 

 

領」に定める額とする。 

   ２ 助成金の上限額については、「ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023実施要領」に

定める額とする。 

 

第 ８ 施設整備・運営計画の承認 

   １ ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023のうち、地区サッカー施設整備助成事業を実施

しようとする事業主体は、別に定める様式により「地区サッカー施設整備・運営計画書」

を作成し、ＩＦＡ会長に提出し承認を受けるものとする。 

     但し、計画書の作成にあたっては、事業実施主体はＩＦＡと十分協議の上、両者の同

意に基づいて作成するものとする。 

２ 施設整備・運営計画に添付しなければならない書類は下記のとおりとする。 

       （１）ＪＦＡサッカー施設整備助成事業 2023概要説明書・手引き書に定めるもの 

    （２）その他ＩＦＡが必要と認める書類 

   ３ ＩＦＡ会長は、承認した施設整備・運営計画書をＪＦＡに提出し承認を受けるものと

する。 

 

第 ９ 助成金の申請 

   １ ＩＦＡ会長から施設整備・運営計画の承認を受けた事業実施主体は、施設整備・運営

計画書と併せて、助成金申請書をＩＦＡ会長へ提出するものとする。 

   ２ ＩＦＡ会長は、事業実施主体から提出された助成金申請書を、内容を精査の上ＪＦＡ

へ提出する。 

 

第１０ 申請期限 

   １ 施設整備・運営計画及び助成金の申請は、原則締切を設定しない。ただし、第６で   

定める予算の上限が、第５で定める期限内に達した場合申請受付を終了する。 

   ２ 事業を実施する年度とは、原則として第３で承認された事業実施計画概要書に記載さ

れた年度とする。 

 

第１１ 施設整備・運営計画の変更 

   １ 事業実施主体は、承認を受けた施設整備・運営計画について、次の場合にあっては  

第４の例により施設整備・運営計画の変更の手続きを行うものとする。 

   （１）事業の中止または延期 

   （２）助成対象となる事業の内容の変更であって、次に掲げるもの 

     （ア）事業実施主体の変更 

（イ）事業実施時期の変更 

（ウ）施設の規模、仕様の変更 

     （エ）施設の設置場所の変更 

   （３）事業費又は助成金額の３０％を超える減 

   ２ １の（１）から（３）までに該当しない場合であっても、承認を受けた施設整備・運

営計画に変更が生じる場合は、事前にＩＦＡ会長に報告するものとする。 

 

第１２ 事業の完了報告 

   １ 事業実施主体は、事業完了後２０日以内に別に定める様式により、事業完了報告書を 

    ＩＦＡ会長に提出するものとする。 

   ２ ＩＦＡ会長は、事業完了報告書を受領後１ヶ月以内に現地確認調査を実施する。 



 

 

 

第１３ 助成金の額の確定 

  １ 助成金の額については、ＩＦＡが事業完了報告書受領後に実施する現地調査及び書類審

査の結果が、助成金の交付決定内容及びこれに付した条件に適合していると認めた場合に、

交付すべき金額を確定して通知する。 

 

第１４ 附則 

  この要綱は、令和６年３月２日より施行する。 


